
報告第１号 

 

議会の委任による専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定に基づき、次のとおり専決処分

をしたので、同条第２項の規定により、これを本議会に報告する。 

 

  平成27年２月23日 

 

三朝町長 吉 田 秀 光 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決第１号 

 

   専決処分書 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、三朝町情報公開条例の

一部を改正することについて、次のとおり専決処分をする。 

 

  平成27年２月12日 

三朝町長 吉 田 秀 光 

 

 

 

   三朝町情報公開条例の一部を改正する条例 

 

三朝町情報公開条例（平成11年三朝町条例第23号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部

分に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 



改正後 改正前 

  

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があった場

合は、開示請求に係る公文書に次の各号

に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが記録されているとき

を除き、開示請求をした者（以下「開示

請求者」という。）に対し、当該公文書

を開示しなければならない。 

第７条 実施機関は、開示請求があった場

合は、開示請求に係る公文書に次の各号

に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが記録されているとき

を除き、開示請求をした者（以下「開示

請求者」という。）に対し、当該公文書

を開示しなければならない。 

(１) 略 (１) 略 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個

人の当該事業に関する情報を除く。）

であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により、特定

の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはできないが、公にす

ることにより、なお個人の権利利益を

害するおそれがあるもの。ただし、次

に掲げる情報を除く。 

(２) 個人に関する情報（事業を営む個

人の当該事業に関する情報を除く。）

であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により、特定

の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより、特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはできないが、公にす

ることにより、なお個人の権利利益を

害するおそれがあるもの。ただし、次

に掲げる情報を除く。 

ア及びイ 略 ア及びイ 略 

ウ 当該個人が公務員等（地方公務員

法（昭和25年法律第261号）第２条に

規定する地方公務員、国家公務員法

（昭和22年法律第120号）第２条第１

項に規定する国家公務員（独立行政

法人通則法（平成11年法律第103号）

第２条第４項に規定する行政執行法

人の役員及び職員を除く。）並びに

独立行政法人等（独立行政法人等の

保有する情報の公開に関する法律

ウ 当該個人が公務員等（地方公務員

法（昭和25年法律第261号）第２条に

規定する地方公務員、国家公務員法

（昭和22年法律第120号）第２条第１

項に規定する国家公務員（独立行政

法人通則法（平成11年法律第103号）

第２条第２項に規定する特定独立行

政法人の役員及び職員を除く。）並

びに独立行政法人等（独立行政法人

等の保有する情報の公開に関する法



（平成13年法律第140号）第２条第１

項に規定する独立行政法人をいう。

以下同じ。）の役員及び職員をいう。）

である場合において、当該情報がそ

の職務の遂行に係る情報であるとき

は、当該情報のうち、当該公務員等

の職及び当該職務遂行の内容に係る

部分 

律（平成13年法律第140号）第２条第

１項に規定する独立行政法人をい

う。以下同じ。）の役員及び職員を

いう。）である場合において、当該

情報がその職務の遂行に係る情報で

あるときは、当該情報のうち、当該

公務員等の職及び当該職務遂行の内

容に係る部分 

(３)～(８) 略 (３)～(８) 略 

  

   附 則 

 この条例は、平成27年４月１日から施行する。 

 

 


